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中国の住宅市場
宋 偉国事
浅見泰司“
要約
中国において、計画経済体制の時代には、住宅は国家から配給されるものであった。現
在でも国家から無料もしくは非常に安価に供給される住宅の量が多い。そのため、住宅は
国家から提供されるものという意識が根強く、多額のお金を支払ってまで一般の住宅を購
入もしくは賃借しようとする意欲が低い。非常に安価な配給住宅と一般市場住宅という住
宅市場の二重構造の存在によって、一般の住宅市場が極めて育ちにくい状況にある。この
ような中国における住宅市場の現状を統計資料をもとに概説し、また住宅市場について記
述している中国における文献の内容を紹介して、住宅市場の捉えられ方を述べ、今後の住
宅市場のあり方について論じる。
1.はじめに
中国において、計画経済体制の時代には、住宅
は国家から配給されるものであった。現在でも国
家から無料もしくは非常に安価に供給される住宅
の量が多いため、人々の意識の中には今でも依然
として住宅を購入するものであるという意識が薄
い。このため、多額のお金を支払って一般の住宅
を購入もしくは賃借しようとする意欲が低い。こ
の住宅市場の二重構造の存在によって、一般の住
宅市場が極めて育ちにくい状況にある。
本稿では、中国における住宅市場の現状を統計
資料をもとに概説し、また住宅市場について記述
している中国における文献の内容を紹介して、ど
のように住宅市場が捉えられているかを述べる。
また、今後の住宅市場のあり方についても論じて
みたい。
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表1 1950-19印年の中国都市部の住宅発展状況
決x A 基本建設B A/B C D C/O 住宅投資 投資総額 住宅投資比率 総人口 都市部人口 都市部人口比率(億元) (億元) (%) (万人) (万人) (%) 
1950 1. 25 11. 34 
1951 2.58 23.46 
1952 4.48 43.56 
1953 9.97 80.01 
1954 8.44 90.62 
1955 6.16 93.02 
1956 12. 74 148.02 
1957 12.82 138.29 
1958 8.10 266.96 
1959 13.47 344.65 
1960 15.70 384.07 
資料中国統計年鑑J1978年により作成
2.中国の住宅市場の発展段階
新しい中国の建国以来、住宅市場の発展段階は、
概ね3つの段階に分けられる。
(1)第一段階:1949'" 1960年
新しい中国が成立し、住宅建設規模は工業化、
都市化と共に拡大していった。住宅は比較的安定
的に供給され、国家基本建設予算に占める住宅建
設投資額は約9%であった。 1958"'1960年の3年
間で、住宅建設投資額の国家基本建設投資に占め
る割合は著しく減少したが、投資額自体は順調に
増加していった。この時期の中国の人口増加は比
較的少なかったが、住宅供給も低いレベルにとど
まっていた。ただ、安居賃貸住宅(中国国家が低
廉な家賃で供給する賃貸住宅)の家賃額と標準的
な給料の割合は10%と比較的合理的な範囲にあっ
た。需給ノ守ランスはほぼとれていたと言える(表
1 )。
(2)第二段階:1961"'1977年
この期間、中国の人口は1961年の6億5859万人
から1977年の9億4974万人となり、 16年間に2億
9115万人も増加した。しかしながら、表2に見ら
れるように、住宅投資額はそれに伴つては増えな
11. 02 55， 196 5， 765 10.4 
11. 00 56，300 6， 169 11. 0 
10.28 57，482 6，632 11. 5 
12.46 58， 796 7， 163 12.2 
9.31 60，266 7，826 13.0 
6.62 61，465 7，826 13.4 
8.61 62，828 8，285 13.1 
9.27 64，653 9， 185 14.2 
3.03 65，994 9，949 15. 1 
3.91 67，207 10，721 16.0 
4.09 68，207 12，371 18.1 
かった。とりわけ、都市部における住宅投資の不
足が原因で、中国の都市部の住民の平均居住面積
は、新しい中国成立当初の4.5ri /人から3.6ri / 
人まで下がったo さらに、中国政府は福祉政策を
強調して、安居賃貸住宅の家賃を下げ続け、世帯
当たりの家賃支出は給料収入の3%にしかならな
表2 1961~1977年中園都市部の住宅の発展状況
X C D B A/B 総人口 都市部人口基本建設投資 住宅投資(万人) (万人) 総額(億元) 比率(%)
1961 65，859 12，707 123.37 6.0 
1962 67，295 1l，659 67.62 5.9 
1963 69， 172 1，646 94. 16 7.7 
1964 70，499 12，950 138.69 8.0 
1965 72，538 13，045 170.89 5.5 
1966 74，542 13，313 199.42 4.4 
1967 76，368 13，548 130.52 3.8 
1968 78，534 13，838 107.13 5.0 
1969 80，671 14， 117 185.65 5.5 
1970 82，992 14，424 294.99 2.6 
1971 85，229 14，711 321. 45 4.3 
1972 87，177 14，935 312.79 5. 7 
1973 89，211 15，345 321. 26 6.2 
1974 90，958 15，595 333.01 6.5 
1975 92，420 16，030 391. 86 5.9 
1976 93，717 16，241 359.52 6.1 
1977 94，974 16，669 364.41 6.9 
資料中国統計年鑑J1979年により作成
宋・浅見:中国の住宅市場 121 
X C D l人当たり 都市部の総人口 都市部人口 居住面積 住宅投資(万人) (万人) (ri /人) (億元)
1978 96，259 17，245 3.60 54.74 
1979 97，545 18，495 3. 70 78.33 
1980 98， 705 19，140 3.90 127.36 
1981 100，072 20，171 4. 12 145.09 
1982 101，590 21，131 4.40 187.65 
1983 102， 764 22，274 4.60 188.00 
1984 103，876 24，017 4.85 195.90 
1985 105，044 25，094 5.20 290.98 
1986 106，529 26，366 5.98 291. 09 
1987 108，073 27，674 6.10 319.80 
1988 1l，026 28，661 6.30 385. 16 
1989 112，704 29，540 6.60 330.87 
1990 114，333 30， 191 6. 70 297.04 
1991 115，823 30，543 6.90 523.23 
1992 117，171 32，372 7.30 750. 77 
1993 118，517 33，351 7.50 1752.57 
1994 119，850 34，301 7.80 2308.52 
1995 35，174 8.10 3087.00 
表3 1978-1995年中国の都市部の住宅発展状況 表4 中国の都市部の住民貯蓄額
| 中国の都市部住民の
年次 l | 個人貯蓄額(万元)
1978 I 210.6 
1980 I 399.5 
1985 I 1，622.6 
1990 I 7，034.2 
1991 I 9，110.3 
1992 I 1，545.4 
1993 I 15，203.5 
1994 I 21，518.8 
資料中国統計年鑑J1995年により作成
の確立に力を注いだ。中国も計画経済体制から市
場経済体制に移行し、全ての商品が市場で取引さ
れるようになっていった。
中国経済の発展に従って、生活水準も高くなり、
貯蓄額も増え続けている。表4より、 1994年の全
国平均個人貯蓄額は1978年の10倍にも増加してい
る。住宅購買能力もあるようになり、住宅が商品
として成立してきた。住宅市場の形成に極めて重
要な条件が整ったことになる。
資料中国統計年鑑J1995年により作成
くなった。このような事情のため、住宅需要はさ
らに増加し、 1978年までに中国の都市部の住宅不
足世帯数は639万世帯になり、全世帯に占める割合
は35.9%にもなった(張， 1995)。
(3)第三段階:1978年以降
この時期、中国の人口が急増した。中国政府は
住宅問題の厳しさを意識し始め、住宅投資を増や
した。特に1981年以降、住宅に関する投資はGNP
の約6%を占め、一人当たり平均居住面積は年々増
え続け、1978年の3.6凶/人から1995年の8.1m / 
人まで増加した。
表3に見るように、中国ではこの時期住宅供給
が比較的順調だ、った。総じて住宅水準も高くなっ
たが、都市部にはなお全世帯の14%を占める400万
世帯以上が住宅に困窮している(張， 1995)。特に、
長期にわたる住宅管理体制の不備により、住宅分
配が著しく不公平となっている。そのため、中国
政府は住宅管理体制の改革に乗り出し、住宅市場
3 中国住宅市場の現状
中国の住宅市場は成立してからの年月があまり
たっていないために、様々な課題をかかえている。
(1)住宅関連法規の不備
住宅関連の法律が完備していない。また、地域
ごとに独自に政策を定め管理機関についても統一
性や協調性がない。投機的取引を行う不法行為が
あり、国有資産の喪失も招いた。住宅開発競争に
も不公平性が高く、コネを利用した落札により莫
大な利益を得たり。逆に主権機関から面倒を見て
もらえずに、経営に苦しんでいる住宅開発会社も
ある。このような現象は、今後の住宅市場の順調
表5 1994年部分都市における住宅交易量の状況
?????? ?? ? 。 ?? ?
?
，??
? ?
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建物
表6 暦年から累計した空いている商品としての建物の状況
項目
空いている建物面積(万ぱ)
比率(%)
な発展に大きな障害となる。
(2)住宅の価格差
中国の住宅価格は地域によって大きな価格差が
ある。住宅の価格は主として住宅地価格と住宅建
設工事費の影響を受ける o 経済的に発展している
地域で、の住宅地価格、建設工事費は共に高いため、
住宅価格も高い(表5)。
(3)住宅価格支払能力不足
平均的な住宅価格と世帯収入の比率は14:1で
商業用ビル|別荘などのその他建物
?????
402 
12.22 
183 
5.57 
あり、国際的な標準の最低限度である 6:1よりも
遥かに高い(張， 1995)。また、住宅金融システム
が完備されていないため、給与所得者の個人購買
力の補完も十分でない。
中国の国営の大中型企業が近年ほとんど赤字経
営をしており、グループ購買力も抑えられている。
国家政策としてもグループ購入を厳しく制限して
いるので、住宅需要は抑制気味である。最近、銀
行での預金利息が下げられ、住宅投資を刺激した
が、根本的な支払能力の低下問題を解決するには
至っていない(張， 1995;石， 1995)。
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表7 中国の宅地の需給状況
~仁 1991 1992 
宅地需要量(k ri) 4622.6 5034. 1 
増加率(%) O(基準) 8.90 
宅地供給量(k ri) 4423.4 5010. 1 
増加率(%) O(基準) 13.26 
資料中国統計年鑑J1995年により作成
(4)売れ残り住宅の増加
住宅価格と平均的給料との希離により、大量の
住宅が売れないまま残っている。表6より、累計
の未利用建物面積はすでに3289万凶にもなり、空
家率は9.9%にまでなっており、国際標準の警告線
10%に近づいている(張， 1995)。空家の多くは普
通住宅であり、金融政策の援助がなければ何十万
元もする住宅の購入は困難である。安居工程(中
国国家が低廉な家賃もしくは価格で住宅を供給す
る政策)の対象になっている住宅困窮者の住宅購
入でさえ、 5"'6万元を出さなければ買えない。
(5)住宅政策の現状
中国では、人口が多いこと、市場経済が未発達
であること、生活水準が低いことなどが原因で住
宅問題は深刻である。 1995年に公布された f第九
期五年計画と2010年長期目標の綱要Jでは、さら
に住宅市場を積極的に発展させ、住宅商品化を進
めることを決めている。中国科学技術委員会も「住
宅産業政策Jに関する課題を掲げている。
4.住宅市場システム
中国の住宅市場システムの構造は図lに示すよ
うに、住宅主体市場(交易システム)、サービスシ
ステム、予測監査システムの3つのサブシステム
があるとされている(張， 1995;孫， 1992)。
(1)住宅主体市場
住宅主体市場は10数年の改革開放以来、発展し
てきた。住宅主体市場は供給・需要者に応じて1'"
3級市場に分類されている(張， 1995;黄， 1993;孫，
1993 1994 年平均増加率%
5492. 1 6020.4 
9.14 9.62 9.38 
5331. 7 5674. 1 
6.41 6.42 8. 70 
1992;新家， 1990;趨， 1989;挑・趨， 1995)。
a)住宅の I級市場
住宅の l級市場は国家が宅地を出譲(使用権の
譲渡)する市場である。国家の住宅管理機関は宅
地の使用権を住宅開発会社に出譲して、出譲金を
取ることにより取引を行う交易市場である。現在、
中国では住宅の I級市場には下記の特徴がある。
(a)国家は土地の使用権を賃貸するが、国家は唯一
の土地の所有者として、宅地交易に指導権を確保
している。これは中国政府の土地使用の全体計画
にとって、極めて重要な役割を担っているととも
に、闇市場での土地交易の可能性を防いでいる。
しかし、逆に賃貸しかできないために、宅地市場
の経済的な発展の制約にもなっている。
(b)土地の需給に議離がある。表7を見ると、宅地
の需要は、年間平均9.38%増えてきでいるが、宅
地の供給は年間平均8.70%の増加にとどまってい
る。これを改善するには、供給量を増やすか、宅
地市場を完備して、宅地価格が市場で決まるよう
に整備するしかない。
表8 中国住宅の販売状況
みで 住宅の販売面積 住宅の売り上げ(万ri) (万元)
1987 2，376.72 
1988 2，549.12 
1989 2，491. 38 
1990 2，544.16 
1991 2，745. 12 2，075，979 
1992 3，812.21 3，798，493 
1993 6，035.19 7，291，913 
1994 6，118.03 7，305，208 
資料中国統計年鑑J1995年により作成
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b)住宅の2級市場
住宅の2級市場は住宅開発と経営の市場であ
る。住宅開発会社は営利の目的で、宅地を取得し、
土地の開発、基礎的施設の建設、住宅建設を行っ
てから、住宅を賃貸もしくは販売する。表8に住
宅の販売面積と売上げの傾向を示す。住宅2級市
場は順調に発展してきている。
c)住宅の3級市場
住宅の3級市場は住宅経営市場である。すなわ
ち、在庫住宅の交易市場である。 2級住宅市場から
取得した住宅の経営者(開発者以外)が使用者と
の聞で流通を行う市場である。
(2)サービス市場
住宅主体市場の取引を円滑に進めるためには、
相応の住宅サービス市場の確立が必要である。す
なわち、住宅金融、住宅媒介サービス、不動産管
理などである。
191 
1994 
366 
4，000 
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a)住宅金融市場
4 
700 
住宅金融は金融機関が住宅産業を対象として融
資を行うものである。 1990年以前、中国の金融機
関は住宅ローン業務を行っていなかった。 1990年
に中国政府は住宅金融業務を発展させ、大手の専
門銀行で不動産貸付部門を設立し、中国建設銀行
を主体とした住宅金融システムを確立した(張，
1995;孫， 1992;石， 1995)。表9より、近年、中
国では不動産の貸付の業務量は十数倍にも増えつ
つあることがわかる。しかし、それでも需要に十
分応えることはできていず、住宅金融市場の発展
は今後の中国の住宅問題を解決する上で重要な事
項となっている。
b)媒介サービス市場
住宅は個別性が強い財であるため、一般的な市
場が成立しにくい特性がある。住宅価格が高いた
め、購入にあたっては、住宅の設備水準、周辺の
環境、施設整備状況、交通の便など様々な状況を
勘案しなければならない。それには、また多くの
専門的知識も必要となる。ここに情報収集・提供
の需要が発生し、媒介サービス市場の発生の必然
性がある。住宅媒介とは住宅に関する売買を成立
させるための情報などのサービスを提供し、一定
の手数料を取るサービス機関である。住宅販売代
行業、価格評価、情報提供などの業務を含む。
中国では、媒介の仲介業は、『働かずに金を取るJ
イメージを人々に与えている。媒介業が産業とし
て認知されてからまだ数年しか経過していない。
中国は外国の不動産の媒介会社と「合作」交流に
より、多くの経験を吸収している。その中で、い
ち早く発展したのは価格評価業であり、現在、厳
しい鑑定士資格の試験制度や、資格認定、及び登
録制度が設立されている(王ほか， 1994;張，
1994;劉， 1995)。ただ、媒介業の人材が育ってい
ず、多くの業者は厳しい訓練を受けずに業務にあ
たっており、専門能力にも欠ける場合が少なくな
い。職業道徳の養成不足も仲介業の発展を遅らせ
た一因である。
c)不動産管理市場
住宅は購入後も、管理、修繕、増改築、内装工
事などが必要となる。中国経済が発展するに従い、
伝統的な不動産管理体制は国状に合わなくなり、
新たな不動産管理形式が生み出された。不動産管
理会社は、住宅及び付属設備の手入れをし、修理
する。さらに、住宅開発地の衛生、治安、交通、
環境緑化など生活に必要な各種サービスと管理を
行う。不動産管理は「社会福利」に関連するため、
税を減免し、財政補助を行って、不動産管理会社
の経営支援を行っている。不動産管理市場には以
下の特徴がある(張， 1995;孫， 1992;張， 1994; 
劉， 1995)。
(a)不動産管理会社は市場競争によって、管理サー
ビス水準や職員のレベルを高めてきた。中国の住
宅の手入れの悪さや、生活設備水準の悪さの改善
に役立つてきている。
(b)中国の不動産管理の収入は、住宅竣工時の住宅
価格の定率分を住宅販売者から得た管理サービス
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費用と、住宅購入者から毎月得る管理費である。
安定した収入源の確保は、質の高いサービスの確
保に寄与している。
(c)不動産管理会社の料金は比較的安価である。統
一の基準がないため、料金設定は不動産管理会社
が自分で定めた値、もしくは協議の結果決まった
価格であった。一時、料金の基準がないために
「乱収費J という問題があった。そのため、中国
政府はマクロな視点から調整機能を発揮し、不動
産管理に関する政策と法規を設立し、健全で統一
的な料金の標準を制定し、「乱収費」現象を回避し
た。
(3)住宅市場の監視システム
住宅投資の周期は長く、金額が大きい。そのた
め、開発企業や管理企業にとっては、詳しい市場
情報が必要となる。そのため、有効な予測監視シ
ステムの確立が重要となる。監視機関(建設委員
会投資審査部門)は、科学的な観測指数を計測し、
マクロ的な調整に寄与している。監視システムの
構造を図2に示す。
ヂサと情報
予測フィード
パックシステム
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5.住宅市場の供給
供給量とは一定期間に市場に提供される住宅数
量をさす。中国では歴史的な理由から未だに住宅
市場を介さずに、政府によって分配の形で供給さ
れた住宅が多い。中国の住宅体制改革の最終目的
は、住宅市場システムの確立である。
(1)住宅市場供給の分類
住宅の流通においては、4つの段階に分けるこ
とができるとされている(孫， 1992;王ほか，
1994;劉， 1995;浅見， 1990) (図3参照)。
(a)界限(限界)供給一定の期間内において最大
の開発能力を発揮して供給できる住宅量であり、
技術的な限界量を示す。
(b)可能供給一定の期間内において開発中もしく
は開発されたがまだ引き渡していない(つまり、
流通市場にまだ入っていない)住宅量である。可
能供給はいずれ流通市場に流れるが、住まい手が
必ず見つかるわけではなく、一部は空家として
残ったり、流通市場にすら入らないこともある。
予測の結果による政策
図2 監視システム構造図
|可能供給 l
E霊E y 開発し市場に入らない|
主一一寸実現した供給
E霊亙 v 
? ?
開発しない供給l
売れない供給
|非意志性代替供柑
図3 住宅供給の4段階
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(c)現実供給流通市場に入って、販売もしくは賃
貸できる住宅供給量である。
(d)有効供給現実供給がすべて需要者の希望にそ
う物件であるとは限らず、現実供給の中で相応の
支払能力のある購入者の希望と一致した供給は有
効供給と言われる。現実供給から有効供給に移行
するには、購入者もしくは賃貸者の支払意志額が
供給者の留保価格を上回った場合であり、それに
よって始めて有効に利用される。そのため、有効
供給と現実供給の比率は有効利用の程度を示す指
標となる。
住宅供給の料金面からみると、有料供給と無料
供給に分かれる。無料供給とは国家によって行政
手段で住宅の使用権を一定の条件を持つ住宅需要
者に分配するものである。使用者は住宅の基本料
金や家賃、修繕費などを支払わなくても良い。長
い間、無料供給もしくはそれに近い形で住宅を供
給していたため、毎年大量な資金を投入して、建
設や修繕を行っていたo
有料供給とは開発企業が住宅所有権もしくは使
用権を販売するものである。資本主義社会での住
宅の供給はほとんどがこの形態である。
住宅供給主体については、個人供給と集団供給
の区別がある。個人供給とは個人開発者が自己資
金で住宅開発建設を行うものである。中国住宅市
場において個人供給はほとんどが外国投資家もし
くは華僑による投資による。集団供給は国家関係
機関や企業・事業部門(中国特有の部門)、住宅合
作社など集団で投資して、住宅建設を行うもので
ある。中国住宅市場では、この形態が多い。
表10 中国の都市部の世帯消費支出の状況
言ベ亙仁--一 1985 1990 1991 1992 
家賃(元/世帯) 6.48 9.43 10.66 14.33 
食料衣料(元/世帯) 449目76 864.67 982.14 1125.42 
世帯消費(元/世帯) 673.20 1278.89 1453.81 1671.73 
家賃の世帯消費に占める割合(%) 0.96 0.74 0.73 0.86 
ENGEL係数 0.52 0.54 0.53 0.52 
資料:r中国統計年鑑J1 9 9 5により作成
表1 中国の都市部の建築材料価格の動向
訟ぐに 1988 1989 1990 1991 1992 
建築材料価格指数 100.00 118.70 115.14 116.10 123.60 
住宅竣工面積(万円i) 13995.00 10956.00 9719.00 14232.15 17790.71 
住宅竣工指数 100.00 78.28 69.94 101.69 127.12 
資料:r中国統計年鑑J1 9 9 5と「中国房地産J1995.3により作成
住宅竣工指数とは、 1988年の住宅竣工面積を 100としたときの指数である。
表12 中国の都市部の住宅建設投資額と竣工面積
資料:r房地産仲介jにより作成
1993 1994 
22.00 28.79 
1358.81 1825.28 
2110.81 2851.34 
1.04 1.04 
0.50 0.50 
1993 1994 
159.20 
19642.87 20156.00 
140.36 144目02
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(2)住宅供給の影響要素
住宅供給に影響のある要素として以下のものが
重要である(孫， 1992;王ほか， 1994;劉， 1995;浅
見， 1990;1992a; 1992b)。
(a)住宅価格の変化表10を見ると、中国の都市住
民の家賃支出は世帯消費支出に占める比率が増え
てきたがまだ比較的低い。これにより住宅供給は
ある程度抑えられている。中国住宅の売値は大幅
に上がってきた。これは住宅供給の増加を刺激す
る。この2つの面から見ると、中国住宅の価格と
賃金水準の希離が大きく、住宅市場が十分に育ち
にくい状況にある。
(b)住宅開発コスト住宅開発では土地を宅地に
し、その上に住宅建設を行って、付属設備と施設
も建設する。これには資金、技術、労働力、設備
などの生産要素を投入しなければならない。表1
は、建築材料価格と住宅供給との関係を示したも
のであるが、材料価格が着実に増加しているもの
の、供給量はそれと一定の関係があるわけではな
い。建築材料価格自体は、さほど影響がないとい
えよう o
(c)住宅建設資金量住宅供給量と住宅建設資金の
投入量の関係を表12に示す。全体として、住宅建
設投資額、住宅供給ともに増加している。
(d)その他の影響要素売れ残った住宅を価格を下
げて市場に出すことにより、供給を増やすことが
考えられる。また、政府の固有地の有料出譲の割
合を増やすことによって、宅地が増加し、供給量
を増加させることが可能で、ある。住宅金融の整備
など、購買力を高める施策の実施によっても、供
給を婚やすことができる。無料供給住宅や安居住
? ?? ?? ?????
? ? ? ? ?
? ? ??? ??
|願望沈殿需要|
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宅を転売・転貸して差額利益を得るというような
闇市場が存在している。これを厳しく取り締まる
ことにより、一般住宅市場への需要を高めること
も可能であろう。
6.住宅市場の需要
(1)住宅需要の分類
住宅需要に関しても4つの段階に分けることが
できる(孫， 1992;王ほか， 1994;劉， 1995) (図4
参照)。
(a)界限(限界)需要現在の潜在的な需要がすべ
て需要に転化した場合の需要量である。ただし、
仮想的な量であり、現実的な数量とはなりえない。
(b)可能需要現実の需要になり得る可能性のある
住宅需要量である。以下の現実需要と潜在需要を
含む。ここでの潜在需要は、住宅を意識的もしく
は無意識に欲していても、実際に需要として現れ
ない(住宅探索行動として顕在化しない)需要を
表す。
(の現実需要住宅購入者・賃借者が当期に実現で
きる需要量である。実際に住宅探索行動を行って
いる需要量であるが、全てが一定期間以内に住宅
取得に結びつくわけではない。
(d)有効需要現実の交易プロセスを通じて、現実
に取引される需要量である。
上記の4概念は、価格面をやや捨象した概念だ
が、あえて経済学的に解釈すれば、界限需要は効
用関数を極端に住宅選好にシフトさせ、予算制約
を除く他の制約条件(子供の教育上すぐには移転
できないなどの制約)を除いた場合の現行価格体
?? ←
巨亙司
図4 住宅需要の4段階
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系下の需要量、可能需要は効用関数が現状通りで
予算制約を除く他の制約条件(子供の教育上すぐ
には移転できないなどの制約)を除いた場合の現
行価格体系下の需要量、現実需要はきらに探索に
よる制約条件を加えた場合の需要量、有効需要は
取引量と解釈できるだろう。
住宅需要は需要の捉え方により、個人(世帯)
需要と社会需要に分けられる。個人需要とはミク
ロな個々の需要であり、社会需要はマクロな社会
全体での需要である。
需要者が持つ住宅選択の可能性に応じて、選択
需要と無選択需要(選択肢がなく、住宅が割り当
てられるような場合のもの)に分けられる。中国
では市場経済の導入により、無選択需要が減少し、
選択需要が増加してきている。
需要の理念的な量として、以下の5つの需要量
も想定することができる(孫， 1992;王ほか，
1994;劉， 1995)。
1)潜在需要住宅を欲している需要の中で現実の
需要に転化しない部分をさす。ただ、政策目標値
と現実値との議離量として示される場合もある。
本来、この2つの概念は異なるはずだが、計画経
済上は一致するものとして扱うことがありうるの
だろう。
2)動揺需要同じ住宅への需要が老朽化などによ
り減少していくものをいう。増改築やリフオ」ム
によって、この需要をのばすことが重要とされて
いる。
3)波動需要経済周期や住宅建設の季節性などに
より、需要量と供給能力との聞にアンバランスが
発生する現象である。
4)飽和需要市場における需要水準が落ち着いた
場合の需要量を示す。ただし、実際には政策目標
値に現実値が一致した場合をさすことが多い。こ
れも、本来は異なる概念だが、計画経済における
独特の考え方によると思われる。
5)過度需要供給能力をこえる需要が発生する現
象をいう。本来、住宅価格を上昇させることによ
り、市場が解決するはずであるが、実際には住宅
市場が完全でないために生じる現象。
(2)住宅需要の影響要素
住宅需要に影響する要素としては以下の事項が
あげられる(孫， 1992;王ほか， 1994;劉， 1995; 
石， 1993)。
(a)人口変化人口変化は住宅需要量に大きな影響
を及ぼす。その他に、世帯構造変化も重要である。
現在、中国では世帯の小型化が進んでいる。世帯
数の増加に従って、住宅需要量も増えている。
(b)住宅価格水準政府は、住宅l級市場の独占的地
位を利用して、土地価格の上下で住宅市場の需要
を調整している。しかし、中国の現状では、住宅
価格による影響が低く、他の要素の影響の方が大
きい。
(c)住民の所得水準一般的に、所得水準は住宅需
要に影響を与える。しかし、中国での所得水準と
住宅価格のアンバランスは既述の通りであり、多
少の所得水準の変化が需要に大きな影響を及ぼす
わけではない。
(d)購入意識中国で特に特徴的な要素として、国
民の住宅購入意識がある。長年、住宅は国家から
無料もしくは安価に貸与されるものであったため
に、住宅を自分で購入するという意識が薄い。この
意識が改革されない限り、住宅の積極的な購入意
欲が生まれず、結果として住宅需要が高まらな
"'0 
(e)環境要素その他、社会環境(国家政策、制度、
国民経済、金融政策、教育水準、文化水準、宗教、
風俗習慣)、技術(設計・施工技術)、関連市場
(資金・建築材料・労働力市場)、自然条件(地
理・気候条件)なども影響要素となる。
7.住宅市場の動向
(1)住宅供給の傾向
図5(A， B)は中国の都市部の住民の賃金支出
及び住宅価格と住宅投資の時系列的な関係を示し
たものである。中国では住宅に対する投資もほぼ
単調に増えてきた。
中国の住宅供給の弾力性は乏しいことが指摘さ
れている(王ほか， 1994;張， 1996)。その原因は
住宅建設への労働力の投入が多く、生産周期が長
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いからである。他方、中国で市場経済時期に入っ
ているが、元の長期間計画経済体制の影響が未だ
大きい。そのため、住宅供給には住宅価格による
影響が十分でないのである。
1992年から、中国の不動産投資が急速に増加し
た。 1994年から、投資の規模が調整されてから、
不動産業も順調に発展してきた。普通住宅に対す
る投資が増えて、ある程度住民の居住環境の改善
に寄与した。 1994年のインフレーション比率は
21. 7%になって、住宅価格の増加率は21.1%であ
る。また、 1995年のインフレーシヨン比率は15%
になったが、住宅価格の増加はわずか2.53%であ
る。そのため、住宅価格の高い勢いは抑えられて
いる。現在、住宅供給はやや過剰である。 1994年
まで、空いている新規建設住宅はすでに2512万凶
になった。
表13は中国近年の住宅供給状況である。 1992年
"-'1993年は、中国不動産開発の過熱のために、投
資規模は相当大きい。不動産企業も急増したため、
着工した建築面積も急に増加した。この時期の不
動産業の利益率は他の業界より高い一方で、ある
地方政府も現実のニーズを考えずに不動産の開発
に夢中になっていた。建築の建設周期は lから 3
年であり、 1993年から1996年が建物の竣工期にな
る。竣工の建物の数量が大きい、また時間帯も非
常に集中している。例えば、 1994年に、竣工の建
物の面積は l億6467.20万niになった。供給の数
量は現実の有効需要より、大幅に超えていた。ま
た供給構造も不合理性があり、事務所用ビルや、
ホテル、高級マンションなどが多かったが、住宅
は少なかった。さらに品質も悪く、付属設備も不
足していた。このような状況で、多くの新規建設
住宅は在庫となった。これにより、約800億元の投
資が回収できなかった。
こういう状況で、中国政府は直ちにマクロな調
整策を実施し、 1994年から着工した商品住宅面積
は1993年より 16.7%減少した。今後の何年間か開
発投資の増加スピードも減り続け、投資規模も合
理的な範囲まで抑えられていくだろう。
表13 中国近年の住宅供給の動向
話¥ごと 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 
供給量(万m) 11068.70 13151.50 12949.0 12354.3 15321.4 14841.8 13732.96 
訟ぐと 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 
供給量(万円i) 13994目75 10955.76 9719.00 14232.1 17790.7 19642.8 20155.79 
資料:r中国統計年鑑J1995により作成
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(2)住宅需要の傾向
中国とほかの国の収入構造は大きく違っている
ので、需要の所得弾力性には大きいな違いがある。
図6のように、日本など典型的な先進国の各段階
の収入状況は連続性があって、住宅需要の収入弾
力性も連続性がある。中国の場合は、図7のよう
に、収入構造は基本的に平均的になり、極めて少
数の人は豊かであるが、ほとんどの住民は基本的
に低収入状態になっている。その状態で、住民の
平均購買力は低い。住宅価格が高すぎると、ほと
んど全ての人々は買わない状態になり、住宅は売
れなくなる。他方、住宅価格が低すぎると、ほと
んど全ての人々は買える状態になり、住宅需要量
は急に増えて、住宅は「爆発的J不足状態になる。
このように、ある闘値となる価格までは需要があ
まり変わらず、ある水準で需要が「爆発J的に増
加するというのが、中国の住宅市場の特徴である。
中国の住宅市場では、多くの過剰労働力がいる
ので、住宅建設は問題がない。需要が有れば、供
給の問題がないとも言える。そこで、住宅市場の
動向を把握するためには、需要量の把握が重要と
なる。住宅市場の需要把握の手法としては以下の
2つがある(壬ほか， 1994;張， 1996)。
1)標定需要予測標定需要予測は中国政府が住民
の居住レベルを制定した居住標準である。それに
基づいて、現実の住宅不足量を予測し、将来の住
宅需要量を予測する。中国では制定された居住標
準は l人当たり14凶である。
2)有効需要予測有効需要は住民が異なる価格の
住宅の中で、自分の住宅選好と購買力で、購入し
た住宅または賃貸する住宅の数量である。
有効需要予測は、標定需要予測の結果と比べる
ことにより、具体的な対策を示唆する。もし有効
需要予測の結果が標定需要予測の結果より小さく
なると、金融機関を十分利用して、指導性のある
政策を制定して、需要を拡大させ、標定需要予測
の目標を達成させる必要があることになる。もし
有効需要予測の結果が標定需要予測の結果より大
きくなると、中国住民の居住レベルはもっと早く
目標に達する事を示していて、更に高い目標を設
定すべきこととなる。
(3)住宅の標定需要予測
1995年9月、中国建設部は「中国城鎮住宅建設
発展網要J を発表している。その中で、以下のよ
うな中国住宅発展の具体的な目標を提示した。
f200年まで、都市と町の住民はI人当たり居住
面積と使用面積がそれぞれ9rriと14凶に達する。
l人当たり居住面積4rri以下の住宅難世帯の住
宅問題を解決する。そして、 70%以上の世帯が基
本需要を満足する住宅を持つ。また、 2010年まで
に、都市と町の住民は l人当たり居住面積と使用
面積がそれぞれ14mと18riに達する。 I人当たり
居住面積6ri以下の世帯の住宅問題を解決する。
80%以上の世帯が基本需要を満足する住宅を持
ち、良好な居住環境を持つ。J
上記の目標に基づいて、具体的に2000年と2010
年の中国住宅需要の標定需要量を予測できる o
1949年から、中国人口は急に増加してきた。 1978
年以後、中国政府は人口の無制限的な増加状況を
深刻に意識し、「計画生育J政策(産児制限を行う
ために、 (a)漢族については 1夫婦子供l人に、ま
た少数民族については2人に制限し、(b)結婚年齢
を男性22歳以上、女性20歳以上に制限し、 (c)晩婚
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人口 !早期 現在
時間
図8 中国の都市部人口の変化動向
年次
1986 87 88 89 90 91 92 93 94 95 
図9 中国近年の都市部人口の変化動向
表14 中国の都市部人口の回帰予測結果
年次 1996 1997 1998 1999 
人口数最(万人) 36，侃3 37，040 37，卯7 38，95 
年次 2∞o 2∞l 2002 2003 
人11数量(万人) 39，912 40，869 41，827 42，784 
年次 2∞4 2005 2006 2007 
人n数畳(万人) 43，741 4，6ω 45，656 46，613 
年次 2∞8 2∞9 2010 2011 
人口数量{万人) 47，571 48，528 49，485 50，43 
表15 中国の都市部の住宅関連データ
訟11都市部人口 世帯の構成 1人当たり年収 住宅価格 居住面積(万人} (人/戸) (元) (元) (万nl)
1986 26，366 3.82 909.96 472 163，16.09 
1987 27.674 3.74 1.012.20 513 173.811.4 
1988 28，661 3.63 1.192.12 666 180.564.3 
1989 29.540 3.55 1.387.81 683 194.964.0 
1990 30.191 3.50 1.522.79 703 202.279.7 
1991 30.543 3.43 1.713.10 807 210.746.7 
1992 32，372 3.37 2，031.53 1，034 221，315.6 
1993 33.351 3.31 2.583.16 1.209 240.132.5 
1鈎4 34.301 3.28 3.502.31 1.464 268.117.7 
1995 35.174 3.23 4，288.09 1.501 281.874.6 
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表16各変数の予測結果
よ求R都市(万部人人)口 l人当(元た)り年収 砕宗(元価)格
1996 36，083 
1997 37.040 
1998 37，997 
1999 38.955 
2000 39，912 
2001 40，869 
2002 41.827 
2003 42.784 
2004 43.741 
2005 44，699 
2006 45，656 
2007 46.613 
2008 47.571 
2009 48，528 
2010 49，485 
表17 住宅需要量の予測結果
よボ1居(住万d面積) -佳(万宅需d要)量
1996 293，714 11.839 
1997 314，771 23，699 
1998 338.470 26.829 
1999 365，299 30.539 
2000 395.838 34，936 
2001 430，773 40，146 
2002 470.919 46.320 
2003 517，239 53，636 
2004 570，875 62.304 
2005 633.179 72.574 
2006 705.753 84.741 
2007 790，494 99，156 
2008 889，650 116，232 
2009 1，005，882 136.461 
2010 1.142.343 160，423 
化を奨励するために、男性25歳以上女性24歳以上
で結婚する場合に出産時に奨励金を支給する政
策。)を実行している。都市と町の人口増加傾向は
指数的増加から直線的増加に変わった。国民経済
の発展と人々の意識が変化するにつれて、都市部
の人口の増加率も更に下がり、ある漸近値に近づ
くようになっている(図8参照)01986年...，1995年
の10年間の人口では、中国都市部の人口の増加は
直線的上昇傾向にある(図9参照)。表14は直線回
帰により予測した人口である。
中国建設部が提示した2000年に I人当たり居住
4，483.13 1，752.38 
5，304.81 2，003.73 
6，277.08 2.291.14 
7，427.56 2，619.77 
8，788.90 2，995.53 
10，399.74 3，425.20 
12.305.83 3.916.49 
14，561.27 4，478.25 
17，230.09 5，120.59 
20，388.06 5，855.06 
24.124.83 6，694.88 
28，546.48 7，655.16 
33，778.54 8，753.18 
39，969.54 10，008.69 
47，295.24 11，444.29 
面積9rrlの標準に基づくと、 2000年までに中国の
都市部住宅の居住面積は、 39，912x 9rri = 
359，207万凶となる。 1995年に中国の都市部住宅
の居住面積は281，875万凶である。そこで、 1996
.，2000年の5年間の住宅の必要供給量は、 77，333
万riとなる o
2010年には、中国の都市部住宅の居住面積は
692， 793万凶になるべきことになる。よって、2000
年から2010年での住宅の必要供給量は、692，793-
359，207=333，585万凶となる。年平均追加必要供
給量は、 33，359万riになる。
(4)住宅の有効需要予測
住宅の有効需要量を予測する。住宅有効需要の
影響要素として人口の増減や、住民の世帯収入、
世帯の構成、住宅価格の高きを取り出し、重回帰
分析で居住面積を表す式を求めた(漏， 1994;陳，
1994;貌， 1995)。中国の都市部の住宅に関する数
値を表15に示す。データ点が少ないため、精度が
高いとは言えないが、以下の分析で大まかな傾向
は把握できる。影響要素の時系列的な傾向を人口
については直線回帰、年収と価格については対数
回帰によって推定した。その予測結果を表16に示
す。そして、予測結果を重回帰式に代入して得た
住宅需要量予測結果を表17に示す。
予測の結果からみると、中国の住宅有効需要の
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表18 中国住宅市場の交易状況
認ミ 住宅販売量 住宅需要量 販売量の比率(万rr/) (万rr/) (%) 
1986 1，834.95 32，707.2 5.6 
1987 2，376.72 10.515目4 22.6 
1988 2.499.12 6.752.9 37.0 
1989 2.491.38 14.440.0 17.3 
1990 2.544.61 7.315.7 34.7 
1991 2.745.17 8.467目。 32.4 
1992 3，812.21 10，568.9 36.1 
1993 6.035.19 18.816.9 32.1 
1994 6，118.03 27，985.2 21.9 
資料中国統計年鑑』、「中国房地産J により作成
表19 中国の都市部住民の収入
注そ〔 1人当たり 世帯年収入年収入 (元)(元)
1990 1.387 4.854.50 
1994 3.179 10.427.12 
1995 3，893 12，554.39 
資料中国統計年鑑J19961こより作成
予測値は標定需要の予測値より多い。予測結果が
比較的正確ならば、政策目標は達成される可能性
が高いことを示している。ただ、中国住宅は約3
分の2はまだ住宅市場において取引されていない
のが現状であり(表18)、現在の住宅市場予測の
みで、将来の住宅市場を議論するのは早計であろ
フ。
(5)住宅需要の現状と発展
前の予測結果から見ると、中国の標定需要予測
と有効需要予測の間に一定の差がある。特に1992
年から不動産市場が加熱し、 1994年から住宅供給
が増加する中で、住宅需要と住宅供給の希離がま
すます大きくなった。住宅需要不足の要因は住宅
購買力の不足である。購買力を左右するのは住民
の所得水準と住宅価格である。
(a)住民の所得水準 中国の都市部の住民の所得
は主に給料所得である。表19のように、労働者の
給料が世帯所得水準を決めている o 世帯の所得は
直接に住民購買力の制約となる。
給与所得者 標準世帯によっ
給料 て計算する収入
(元岸) (元伊)
2.140 4.280 
4.538 9.076 
5.500 11.000 
(b)住宅価格住宅市場の発達した先進国におけ
る住宅家賃支出は個人消費支出の20-25%を占め
る。発展途上国で家賃は約10%を占める(黄，
1993;漏， 1994;張， 1996)。この10%を標準とし
て、中国住宅の家賃水準目標を計算できる。
1994年、中国の都市部住民の l人当たり消費支
出は2，851.34元になり、世帯平均人口は3.28人に
なるため、世帯平均消費支出は2，851.34 x 3~ 28= 
9，352.40元になる。世帯の年家賃は9，352.40x
10% =935. 24元になり、つまり世帯の月家賃は
935.24/12=77.94元になる。毎戸の使用面積は55
d の場合で、 ri当たりの月家賃は77.94/55=
1. 42元ぱ・月になるはずだが、実は現在住宅の家
賃が0.52元/凶・月しかない。その差が非常に大
きい。
先進諸国における国際的な標準値では、住宅の
販売価格と世帯年収入の比率は3:1-6: 1である。
1994年、中国の都市部住民のl人当たり収入は、
3，502.31元になり、世帯平均年収入は3，502.31x 
3.28人=11，487.58元/戸になる。そのため、凶
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当たりの住宅価格は1，487.58x 6/55= 1，253.19 
元となる。家賃と販売価格の比率は約1:105ぐらい
である。住宅の減価償却年限は一般的な70年とす
ると、この比率は比較的に妥当である。しかし、
現実の状況と理想との聞には相当な差がある。
1994年、中国住宅の家賃と販売価格の比率は1:358
であった(張， 1995;石， 1995)。北京、シンジン、
ハルピンなどの大都市で、住宅の価格は5，ωo元/
凶を超えている。住宅面積5riで計算すれば、一
戸住宅の価格は30万元に達して、より良い住宅の
価格は100万元にも達する。これと理想状態の住宅
価格6"'7万元という水準とは非常な格差が存在
する。現在、中国の住宅市場の住宅価格と住宅家
賃の間に大きな格差があるため、両者のバランス
がとれるにはかなりの年月を要するだろう。
8.おわりに
本稿では、中国における住宅市場の捉えられ方
を中心にまとめて報告した。中国において市場経
済に移行するには住宅市場の適正化が重要であ
り、そのためには購買力を高めて、住宅需要を活
性化することと、市場シグナルに十分配慮した住
宅供給が育っていく必要がある。そのために、住
宅産業が需要の変化を的確に把握することが大切
となる(石， 1995;浅見， 1996)。
中国の住宅市場における供給過多な現状で支配
的なのは需要面であろう。そのためにも、今後住
宅需要の拡大をいかに図るかが重要となる。その
ために、以下の事項が重要と思われる。
(1)住宅価格の合理化
中国の住宅価格と住民の購買力とにはあまりに
大きな格差がある。そのためには、住宅の売り値
を下げるための施策をとる必要があろう。適正の
価格政策を制定し、管理費や税金、開発企業の利
益を合理的に抑えることも必要かも知れない。現
況では、住宅価格は毎凶建築面積がI∞o元程度で
あり、管理費は売値の1.5%前後となっている。開
発企業の利益は他産業企業の利益水準である売値
の25%前後が妥当と思われる。
(2)所得と連動した住宅政策
所得が増加するように経済発展を促すととも
に、所得の違いにより、いくつかの所得段階に分
け、所得に応じた住宅価格の政策を実行すること
が必要かもしれない。例えば高所得者は住宅市場
の定価で住宅を購入する。中、低所得者には長期
低利子の住宅ローンを提供することなどの優遇対
策を取る。更に、特別住宅取得困難の世帯には住
宅の社会保険制度を実施し、住宅援助政策を制定
するなどの方法を行うなどが考えられる。
(3)住宅質の向上
住宅開発企業は住宅市場需要類型を分析し、住
宅の質を高めて、住民の購入意志に合う高い質の
住宅も開発すべきである。現在、中国で売られて
いる住宅の50%以上が売られてから新たに改修が
必要となっている(劉， 1995;石， 1995)。これは
住民の購入願望に合致しない住宅が多いことを如
実に示している。住宅開発企業は社会効果及び経
済効果をもたらす住宅を開発し、盲目的な開発を
やめるべきである。
(4)ライフスタイルに合致した住宅の供給
近年、中国では、4世代が同じ家で生活する習慣
は改まってきている。若者は結婚を決めると、父
母のもとを離れて、自分の住宅を持つのが普通で
ある。このことが住宅市場を活性化し、住宅消費
も増している。また、 4併tぐらいの人々は経済力
もあり、居住環境と空間を改善するために住宅を
購入する願望を持ってきている。そのため、住宅
開発企業は年齢段階における住宅の必要性や好
み、経済能力、居住状況などを分析して、新婚住
宅や新しいデザインの複式住宅及び年齢層を越え
た住宅、青年アパート及び中高年マンションなど
のさまざまな形式の住宅を開発することが必要だ
ろう。
(5)住宅金融の整備
中国では住宅購買力が低いため、住宅金融を早
急に整備する必要がある。例えば、住宅積立金制
度や個人住宅購入者及び住宅開発金業に提供する
宋・浅見:中国の住宅市場 135 
表20 安居賃貸住宅の家賃
~ 1978 1988 1992 
安居住宅使用面積(億rl) 2.80 8.63 12.01 
基準家賃{元Irl・月) 0.78 3.19 6.45 
般定家賃{元Irl・月) 0.13 0.13 0.13 
|基準と鮫定の家賃差額{億元埠) 22.00 317.00 910.00 
資料中国房産地J19931こより作成
長期低利子住宅ローン制度などの政策を検討する
必要があろう。
(6)住宅市場の二重構造
表20に安居賃貸住宅(安居工程で供給される賃
貸住宅)の家賃のデータを示す。安居住宅は、そ
の仕様に合わせて基準家賃額が決定するが、実際
には入居者の支払い能力によって減額され設定家
賃額は基準額を下回ることが多い。そのため、家
賃差額はかなりの額にのぼる。中国の安居住宅の
価格設定は家賃額に影響されるため、当然市場家
賃よりもかなり低額の価格となる。このため、安
居住宅に限定すれば、逆に需要過多になっている。
中国の住宅には、主に国家からの無挙}供給住宅、
低廉な安居住宅、そして市場価格の住宅の3つが
存在している。多くの人々は、市場価格の住宅を
購入するよりは、無料供給住宅もしくは安価な安
居住宅を欲するし、かつ十分な住宅に入居出来な
くても、住宅を取得しないで、無料供給住宅もし
くは安価な安居住宅に入居できる機会を待つこと
になる。まさに、この住宅市場の二重構造が中国
における住宅市場の発展の妨げともなっていると
いえよう。
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In the past of China， under the planned economy， houses were free goods that were 
provided from the government. Nowadays， a number of houses are stil provided from the 
government free-of・chargeor for very low price/rent. Accordingly， Chinese people are stil 
not strongly motivated to buy houses at market price. This dual economy structure prevents 
a sound development of housing market. 
Such situation of housing market in China is described by use of statistical data and 
Chinese books on housing market， and it will be clarified how Chinese housing market is 
grasped in the literature. Based on these information， some suggestions for the innovation of 
Chinese housing market will be stated. 
